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本研究では、家計レベルのミクロ を利用して、世帯主の年齢屡別に消費関数

を推計し、ライフ・サイク/レ仮設の検証を行うことを図的としている。対立薮設とし

て、三五朝佼説と予情的貯欝仮設を取り上ぜる。予定している現職年齢が各家計で異な

ると、|司じ年齢で簡じ焚金プロファイルを持つ個人であっても期待される生涯勤労所

得が異なる。本稿では、世帯主と配偶者の退職予定年齢がわかるデ…タを利用するこ

とで、各家計の生経勤労所得をより厳密に予澱した。分析結果より、(1)生涯勤労所

得や年金受給総額は、ライフ・サイクノレ依説と整合的で、年齢層が高くなるほど、こ

れらの資産が消費に与える影響は大きくなる、 (2)退職年齢を 60歳と佼定した場合の

推計結果と退職予定年齢を利用した推計結果とで法差がない、 (3)遺産動機や予備的

貯蓄動機のある家計では、これらの動機がなし

える影響は械少する、の 3点が示された。

1. はじめに

と比べて、一部の紫E震が務費に与

ライブ・サイクル/恒常所得仮説iこ従うと、個人は貯蓄と帯入により消費経路を

平準牝するため、現症の消費は、将来持られる所得の割引現在錨値に依存すること

になる。 王朝仮説や予錆的貯欝仮説が成立すれば、調人は生濯の所樽を使い

きろうとせず、遺麓として残したりいぎという時に構えたりするために、?持費を控

えることが予想される。本珊究では、年齢鐸別に消費関数を誰計し、家計がライフ・
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サイクル仮設に基づく泊費行動をとっているかを検討する。対立仮設としては、王

朝仮説、予嬬的貯蓄仮説を敢り上げ、論議動機や予錆的貯蓄動機のある家計で議費

作動が異なるかどうかを調べる。

ライフ・サイクノレ夜説の検証は、

イフ・サイクル仮説に従うと、

貯蓄率が減少することになる。

れば、高齢化が進んでもマクロ

摘費関数の推計iこは、 1996

た。泊費関数を誰計する

しつつある高齢化1と密接な関係にある。ラ

lこ伴い貯蓄の取り崩しが進むので、マクロの

ご巴朝仮税や予備的貯蓄仮説が成立するのであ

ど誠少しないはずである。

されたアンケ」ト調査の悟票データを利用し

くなされているが、本研究で特徴的

なことは、退議予定年齢や年金期待会ど3将来の期待についての構報が持られる

タを手IJ思している点である。今後金援に護って得られると予懇される労議所簿{以

下、生涯欝労務得}は、設金関数の殺計結果から得られる隻金プロファイノレを科揮

して求めることができる。閉じ年齢で開じ賃金プロファイルを持つ額入であっても、

予定している退職年齢が異なると期持される生謹勤労所得が異なってくる。

退職予定年齢がわかるヂータを利用することで、各家計の生謹勤労所得者予揺する

ことが可能になる。

分析結果より、(1)生灘勤労所得や年金受給総額は、ライフ・サイク と

的で、年齢層が高くなるほど、これらの資産が消費に与える影響は大きくなる、 (2)

退職年齢を 60歳と した場合の推計結果と退職予定年齢を利用 と

では差がない、 (3)濃藤動機や予鏑的貯蓄動機のある家計では、これらの動機がない

家計と比べて、一部の資産が諮費に与える影響は誠少する、の 3点が治された。

本犠の構成は法下の還りである。第 2節で消費に関する先行研究の説明を行う。

第 3欝では、

ータiこっし

2. 先行研究

と分析方語について説暁し、第4第では、 いたヂ

う。第 5第iこ分薪結果を示す。第6箭はむすびである。

日本の高い貯議選終の原顕を探るために、わが謹において、貯蓄に関する実註分析

は数多く干すわれてきたZ。それと関連して、貯蓄と鶴、接な関わりを持つ捕費行動に関

-人口問題研究所の平成9年 1月推計によると、 65歳以上の高齢者比率の最高予測値は、

2020年には 26.9%、2049年には32.3%である。

2 Hayashi， Ando組 dFerris(1988)、Dekle{l9容。)、大竹(1993)の研究では、貯蓄の取崩しが行われな

い主華客な照閣として、遺産動機の存在を挙げている。それに対し、八代・前回(1994)I土、高齢者世帯で

86 関本経済研究 NoA2，2001. 3 



する分析も、家計レベノレのデータ 3を利用して行われている(例えば、高山他

(1992a)勺。家計の消費・貯蓄行動を説嘆する仮設としては、ライブ・サイクノレ/

恒常所得f反説が代表的であるが、これiこ対する佼説としてよく知られているのが玉

暫仮説である。家計がライフ・サイクノレ仮説に従え誌、高齢者は貯蓄会取り織すが、

王朝仮設に従うと、遺産を撹すために高齢者は貯蓄を取り掛さないか、逆に貯蓄子を

増やすことになるの

また、遺産動機が設い場合でも、老後に対する不安や病気などに繕えて予嶺的な

貯蓄動識を持つ場合も、貯蓄の敦り崩しは摺えられる。その他、家計が{昔入制約iと

る場合にも、消費は金援を過して平準化できないので¥ライフ・サイクル仮

説的な構費行動はとられない。本接究で利用するデータからは、遺産動機や予嬬的

対醤動機の有無に関する'情報が得られるので、議運動機や予備的貯蓄動機の有無が

家計の消費持動に与える影響者機言守することが可能となる。

ライフ・サイクル仮説においては、現在の所得や資産のみならず、将来得られる

所得も諮費に影響を与えることになるが、消費関数を推計した先行研究では、将来

られる所得金考産したものは少ない。生涯勤労所持を加えた消費欝数の推計を行

った研究に、高UJ組 (1992b)がある。彼らは単純なライブ・サイクノレモヂノレを想定

し、全消ヂータを用いて年金が消費行動に与える影響について分析している。高山

龍(1992b)の研究の主な閥的iま年金制度の消費への彰響を調べることにある。生涯

勤労所得の算出方法は、 「賃金を 60歳まで穣ぐと仮結した上で、勤め先収入(年間

ベース) ~こ関する ロファイルを求め、その積分笹j を求めるというものであ

る。結果i立、生雄勤労所得は有意ではあっても係数穫は予想に比べて小さいという

ことで‘あった。本研究の利用データから辻、世帯主や配イ持者の退職予1往年齢が分か

るので、退職予定年齢まで鱗くと仮定して、生援勤労所得を求めることができる。

生灘勤労所得を考慮、した揮外の研究では Carroll(1994)がある。 Carrolll士、家計

のパネルヂータ金利用して生涯襲労所得を予測し、将来の所得が務費に与える影響

について調べた。その結果、調費と現荘の所持との粕嬰i立高いが、消費を食費iこ隈

は貯蓄寄が取り掛されているこどを示している。また、 Horioka(1990)は、日本人がより危険恋渡的であ

ることが日本の貯蓄事率を言努めていることを示唆している。石JII(I君87)はき9年代前半のパネノレデ}タを

利用し、日本の存率い貯蓄率について分析し、低成長化での海貯喜書家主主幾持されていること、高齢者の貯

蓄の取り崩しがきわめて綾慢であることを示した。

3"，，<，グロシベルのデータを利用した消費関数の分析も試みられている。最近の研究ではSNA惑と利用した

野村(199めがある。ただし、家計の消費行動を研究するには‘マクロデータでは滋界がある。

4 ~芸山他 cl的2a) は消費と所得との穏係が非線形であることを考慮して消費穏数の捻許を行った。間様に

非線復の関係を考慮した分析を行ったものに、ヤ?津・松話事(1998)がある。
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って推計した結果、 される特来所得と消費とは相関がないことを示している。

さらに、所得の不確実性を表す変数を利用し、将来の所得の不確実性が高し

消費を控えることを恭し

また、寿命の不確実性が帯在する場合にi士、ライブ e サイクノレ復設で説明される

ような高欝者における り議しが観察され設いことを示した研究もある。

Davies (1981) I土、寿命の不擁実性が穿在する場合に、生主主において諮費ノくスがどの

ように変化するかを理論的に示し、シミュレーションも行った。その中で、奨学命の

不確実性がある場合とない場合の消費を比較した結果、 の不確実性のもと

年齢が高くなるにつれて、消費が控えられること している。シミュレ…ション

リスク回避夏が泊費 る影響もみているが、リスク盟避震が高い家計で品、

より議費を謹えて勤労所得金貯蓄にまわす領売が王手されるえ

(I992b)や Carrollの先行研究では、生謹勤労所持が撰費に与え

れほど顕著ではない。また、日本では、 Carrollのようにパネルデータを利用

生漉勤労所得を推計した研究はまだ行われていなし、。本研究では、パネルヂ…タ

利用していないが、退職予定年齢が得られるデータを利用することで、各家計が視

る生涯勤労所得の算出をより議密に行うことが可能になる。次節では

真部的な強計方法を説明するO

3. 分析方法

3.1 推紫モヂJレ

(1)推定モヂノレの導出

高山地(1992b)辻、議費欝数の設計にあたって、以下のような単純なライフ・サ

イクルモヂルを示している。 Tをt類以降世帯主の寿命までの年数、 3を割引率と

する。年齢sの世帯主を持つ家計のさ住漉効用が、

札口I:lfu(c，)， 0く3くl

で与えられていると仮定する。家計はこの生援効患を以下

往する。

のもとで最大

5それより先に、Levhariand Mirman (1977) I立、安警1I'i'Iの不縫実伎のもとでの貯替と消僚に関する研究を

行っており、 D肋 riesの結果l土Levhariand Mirm閉会だいたい支持するものである。
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人的資産の収益率である。生躍の予算制約

、3
F

宅
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u(C，)ニ lnc，と特定イとすると、 l轄の条件より t+j期の消費は、

s'(白九)C，

効用関数を

(1)に代入することで、今期の最適な諮費q

Ct+J 

となる。上の式を生護の予算制約式

(2) Ctz茸か
は、

と求まる

したそデノレでは、長期均穏における消費関数を表しているが、矩期的iこは家

こで、求める言十の諮費行動はライフステージによって異なることが予想される。

指費関数には家族人数と栓帯主の年齢を税境変数として加えたに本研究では以下の

消費需数を推計する白

a， +a1Y. +α3HE _ Y
U 
+ a

4
SE _ Y

U 
+ a;Kin.戸怠 +α6DebtiJ;+ a7Fasse九

+a.Pen. +a9Ageu +a1l"ami1. +Ui1. 

c u 

(3) 

下付文学のiは世帯i、tはt期を表す。 Cuは家計の消費、えは散帯主と寵偶者の

現在の勤労所得、 HE ζ、SEーたはそれぞれ世帯主と配偶者がt+l期以後退職する

までに得られると予想される勤労摂得の和、すなわち世帯主と配イ持者の生経勤労所

品n戸lufま世帯主夫婦の金融資雄総額、 Debtuは負費総額君、 Fassetu f立実物資産持、

6本務でi士、世帯主の寿命のみを考慮しているが、 HurdCl999)f主役婚主と蕊偶者の雨1Jの寿命告を考慮し

て夫織の消費関委主を求めている。

7高山他(l約2b)の研究でも、消警警関数の綬明変数に妻家族人数と世帯主主ド鈴を加えている。家計のライフ

ステージとの関係から、家旅人数と投機主年童告との相綴が高いことが予想dれるa そこで、対象サンプ

ルにおいて、塁震後人数と投手誇主年鈴との相関係委主をみると、投機主年齢 25-34歳、 35-44歳、 45-54様、

60-69援において頼番に、 0.4134、O.1264、 0.08純、 -0.1696であり、 2シ34歳1i:徐けば高いとはいえ

ない。

8本来ならネット1])金融資援として、金融資濠から負債を事iいた僚会変数とするべきであるが、データ

では、負債は世帯事全体での金額しか知ることができない。一方、金融資渓については世帯主夫婦のもの

を知ることができる。したがって、金融資産と負債を刻々に怒った念
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の時価評価額9、Pen
u
は将来の年金受給総額10、Age

u
は世帯主の年齢、 Fam

uは家族

人数を表す。 U
u
は誤差項である。世帯主や配偶者が働いていない場合は、それぞれ

の生涯勤労所得は O となる 11 理論仮説が成立すれば、長期的均衡において

az=円=引 =as = a7 =旬、。'1=0となる。実際には、短期的な消費関数を推計してい

ること、実物資産の収益率と金融資産の収益率が異なることから、

az=円=引 =aS = a7 = aS
は成立しないことが予想される。

(2)式より、 (3)式の係数は世帯主の年齢に依存することがわかる。すなわち、世

帯主の年齢が高くなるほど Tは小さくなるので、係数は大きくなる。したがって、

消費関数の推計は、世帯主の年齢が 54歳以下で世帯主がフルタイム労働者12である

サンプルについて 25-34歳、 35-44歳、 45-54歳の 3つのグループに分けた場合と、

世帯主年齢が 60-69歳の高齢者であるグループ(世帯主が働いていない場合も含む)

のそれぞれで行った。

(2)消費

何をもって消費とするかは重要な問題である。調査では、生活費として、食費、

住居費(家賃、光熱・水道費を含み、土地・住宅購入費や住宅改修費を除く)、被

服費、耐久消費財購入費、交通・通信費、保険・医療費、教養娯楽・交際費を尋ね

ている。持ち家に居住している世帯は、生活費に加えて帰属家賃を消費しているこ

とになる。そこで、 C
u
は、世帯 iの t期における調査で得られる生活費に、持ち家

に居住している場合は帰属家賃を足し合せた値とした。

ここで、帰属家賃の算出方法について述べる。帰属家賃の算出にはいろいろな方

9アンケート調査より、現在居住している土地、現在居住している建物、その他の土地および建物(別荘、

通勤用住宅、投資用マンション等)の時価評価額がわかるので、この 3つの合計を実物資産の時価評価

額とした。

10年金受給総額の算出について説明する。まず、世帯主がまだ年金を受給していない家計については以

下のように算出した。年金支給開始年齢I士、世帯主が厚生年金又は共済年金に加入している場合は 60

歳、世帯主が国民年金のみに加入している場合は 65歳とし、世帯主の年金支給開始年齢から、 96年の

厚生省生命表に基づく世帯主の年齢別平均寿命までを、年金受給期間とする。年金支給年齢引き上げに

ついては、ここでは考慮していない。質問には「老後(引退後)の生活費として、 lヶ月にどのくらい

の金額が必要か」を問う項目と、「老後(引退後)の生活を公的年金でどの程度まかなえると考えるか」

を問う項目があるので、老後の予想される生活費に公的年金でまかなえると考えられる比率をかけたも

のを 12倍したものを年間の公的年金受給額とし、その値に年金受給期間をかけて、将来得られる年金

受給総額とした。世帯主が年金を受給している 60歳から 69歳のグ、ループについては、現在の年間年金

受給額が同様の質問項目から算出できるので、それに寿命から現在の年齢を引し、て 1を加えた期間をか

け合わせることで算出した。

11 この場合、現在働いていない世帯主や配偶者は将来においても働いていないとしづ仮定を置いている。

12本研究で利用したアンケート調査において、世帯主の職業が1.常勤で(フルタイムで)民間企業に勤

務、 2.常勤で(フルタイムで)官公庁に勤務、 3.常勤で(フルタイムで)その他団体に勤務、のいずれ

かを選択、している場合に、世帯主がフルタイム労働者であるとした。
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法がある。高山地(1989)では、全消を用いた貯蓄率の分析において、帰罵家賃を以

下のように求めている。すなわち、借家の家焚額をその盤投や評錨額等で@J，脅して

家賛関数をど推計し、求めた推計式から持ち家の婦属家賛を推計するもので、 F住吉信

統計調査』の繍票ヂータを利用した非常に綿密な研究である o 本研究ではデータの

濃界もあり、この方法を用いることはできない。矯木・八木(1994)拭、所持分布iこ

関する研究の中で、土地資麓の価棒と地代との裁定条件を用いて、土地資産の評価

額から掃鼠家賃を求める方法を謀泊している。本研究でも、横木・八木が舟いた方

法を探躍して、，号J鶏家賃を推計した。裁定条件として、完全予見のを支症の下では、

Q， =エン/l+r)トj-l

となるっここで、 Q，I士、 t時点での持ち家の土地と建物の時価評価額の和を利用し

た130 Pjはj時点での帰属家賞金表すむ rI土利子率である。利子率は、調査年を含

む過去 10年熊の各業態の紫出総定平均金利を業態別偶人向け貸出強高で加重車場

して算出した14 また、帰第家賃が時間に倖い一定率で上昇すると袈定し、

Pj+l = (1 + gp)Pj 

が全てのjについて戒立するとする。ここで、上昇率gpは謂査年を含b過去 10年

需の消費者物価指数より、家賃の物価指数捧び率の平均値を利用した15 以上の設

定より、持ち家の帰属家賃を算出することができる。

(3)生涯勤労所得

続いて、生議勤労所得の算出方法について説明する。デ…タからは生議所得の実

療の値を得ることはできない。そのため、歌帯主と配偶者のそれぞれについて、現

時点、での舞金プロファイルを推計し、 t+l期から場職予定年齢16までの各年の予懇勤

労所得の累積額を生涯勤労所得とした。その際、現時点ιおける賃金と予説H直との

すなわち誤差項の半分は各期においてパ…マネントに穿在すると依定した。し

たがって、各年の予想勤労済樽は賞金関数からの予棋盤に誤艶壊の半分を足し合せ

13 ここでは、土地と建物が共に無限に償却されるとしづ仮究宣告とおいた。データからは持ち家の構造(木

造、防火木造毒事〉と築何年かについての簿報が得られるので、それぞれの建物の法定耐用年数な利用す

ることで、建物の帰属家賃を厳密に求めることが可能であるが、今回は簡便化したa帰主義家賃の平均値

は77‘5方向であったc

14加重量平均の僚は 5.240161%であった。

15過去 10年間の家賃伸び率平均{震は0.027221121であった。

16質問表では、世帯守主と限偶者のそれぞれ忌立働いている場合について、 f何歳まで働きつづけたいと考

えているか」としづ質問をしているq それに対する問答を滋織予定年鈴とした。 退織予定年齢が現訟の

年鈴よりも低い場合はサンプノレから害事とした。
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た{直とした17

高山地(1992b)では、割引率は策金のベースアップ率に等しいと扱定しているが、

ここでは、製造業の実質賃金指数伸。率の鵡査年を含む過去 10年聞の平均をベース

アップ率とした180

世帯主と臨機者の賃金プロファイルi士、世帯主と配領者の年関勤労所得を、それ

ぞれの年齢とその 2乗項、性別が男性である場合にしそれ以外は Oをとるダミー

変数、学臆ダミー変数、学臆ダミー変数と年齢の交差壊、就業形態を濃すダミー変

数、就業形態ダミー変数と年齢の交差壊、企業規模ダミ一変数、食業規模ダミ…変

数と年齢の交麓壊、都市規横ダミー変数で回帰して求めた19

賃金関数の被説明変数となる勤労所得は、アンケートの調査寝悶に世帯主、臨偶

者のそれぞれについて 1年間の f給与収入・事業収益額Jを尋ねる蔀分があるので、

その金額を利用した。ここで、 ?結与校入・事業収議額j は賞与を含み退職金を霊長

いたものである。

3.2 2段階推定量

Carroll & Weil (1994)は Appendixで、 l設盟関と 2段由自で、異なるサンプノレ金利

用する 2サンプル 2段階最小ニ乗法 (TS2SLS)で、一致推定議を揚ることを示し

ている。すなわち、くl段階自>第 1のサンプノレでの賃金関数の推計を最小二業法

(OLS)で行い、 <2段階言 >1段階回の結果を粍思して、第 2のサンプルより賃

金の推定量を求め、その結果求められる生援勤労所得を説明変数として海費関数を

OLSで推計する、というものである。この推計方法は、 Carroll(1994)による消費

関数の推計でも用いられている。

ただし、生器勤労所得を求める際に利用される退職予定年齢は内生変数であるこ

とが予想される。例えば、饗産の少ない家計は地職時期を遅らせることで生謹勤労

所得を増やそうと考えるのであれば、退職予定年齢そのものが、消費関数に現在の

17 ~築山他(l悌2b) でも、誤議項の半分身パー?ネントとする方法をとっている。
18平均舞金ベ}スアップ傘は 0.013266999であったa
19学燦ダミー変数としては、大卒・大学i滋ヰEをベースに、中卒・高校卒、媛大・ 3蓄薄手卒の 3つのダミー
変数告と用いた。また、就業形態を表すダミー変数としては、世主祭主が、 「予言動で(フルタイムで}民間企
業に勤務jをベ」スとし、 ?常勤でくフルタイムで)官公庁に勤務」、 J常勤で{フノレタイムで)その他
団体に畿務j 、 f農林漁業に従事J、 f綴人経営，自営業j、 「パ…ト・アルパイトに従事j 、 「その
他jの6つのダミ}変数を用いた。会要量規模は字詰勤で民間企業に勤務してし、る場合に回答dせており、
従業員数500人以よそベースとし、←4入、 5…2争入、 30一的人、 100-499人の長つのダミー変数惑と用い
た。都市規模は東京都をベースとして、 11大都市、人口 15jJ人以上都市、人口 5万人以上都市、人口
5万人未満都市、郡部の5つのダミー変数を用いた。
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所得や金融資産の影響を受ける可能性がある。その場合は生謹勤労所得も内生変数

と悲る。そこで、 2段階自の捕費関数の推計にi士、操作変数法 (IV法〉を利用した。

4. データ

4. 1 ヂータの肉審

ヂータとして科用したのは、郵設省郵政静究所のアンケート調査、 『家計におけ

る金融資産選択に関する課査~ (1996 の{間重要である。この誠査は、調査地域を

とし、世帯主が 20窺以上の世帯(単身者救宇野も合tr)を対象に行っている。

本数は 6，000世帯である。調査期間は、 1996年 11月 22日からは月 6Sの 15日間

であり、回収されたサンプルは 3，695サンプノレ(回収率 61.6%)である。

この調査まからは、世帯主や配偶者の年齢・就業状態といった現在の農肢の能記、

世帯主や記偶者がいつまで働く予定であるか、老議の生活費のうち年金で熊えるの

はどれくらいかといった、将来に関する'1脊報が得られる。議常のクロスセクション

デ…タでは 1時点iこ関?る情報しか得られないが、今医用いたデータでは将来の嬬

持に関する情報が得られることが特徴的である。

賃金関数の推計iこ用いたサンブルi立、世帯主と配偶者のそれぞれについて年齢が

20議以上で2()現在掻いており、説境変数の作成に必要な情報についてすべて霞答が

得られた世帯である。サンブノレ数辻、世帯主が 2258、甑偶者が 1190である。

消費関数i士、世帯志の年齢が 25-34歳、 35-44歳、 45-54議、 60-69識の 4つの年

齢騎馬IJに推計し、配偶者のいる家計を対象とした。世帯主や配f障者が就業している

にも関わらず、それぞれの給与叙入・事業収入は r無しj と答えているサンプルは

除く o さらに、世帯主年齢 54議以下のグソレ…プについては、以下の限定を行った。

1)世帯主がブノレタイム労働者(脚注 12参j照)、 2)世帯主の退職予定年齢が 55議以

上、 3)配f得者が撒いている場合は、配偶者の年齢がその退職予定年齢宋満、的世帯

主が厚生年金あるいは共務組合の年金(公務員等が加入する年金〉に加入しており

記イ持者も公的年金に加入している。一方、世帯主年齢 60-69識のグループについて

は、現在年金を受給している家計か、現在年金を受給していない場合は、題民年金

の支給が 65識からであること安考慮して、世帯主年齢が 65歳以下で国民年金に加

却益事齢によ限をつけなかったのは、生渡勤労所得を得るには高年齢者の賃金プロファイルも把援する必

裂があるからであるお
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入している家計にサンプルを鍛つ

点i立、 54議以下の 3グループは世帯主がフルタイム労欝者的サンプル

のみを対象としているのに対して、 60-69議のグループは労働者が欝いていないサ

ンプルも含み、全ての就業形搬を含んでいることである。

サンプノレの限定の結果、消費関数の推計に利用された最終的なサンプル数i士、

25-34識が錦、 35-44 137、45-54識が 142、60-69歳が 147である。

議費欝数の誰告に手iJ毘した変数の記述統計量を、 25-54議と 60-69

1に示す。

表1 サンプルの記述統計驚

罫
世帯主年齢
世帯主退職予定年齢
艶偶者年齢

所得
世帯主生涯勤労所得
金融資産

実物資産
年金受給総額
家族人数
サンプル数
配偶者退職予定年齢
配偶者生援勤労所得
サンプル数

60-69歳
蓋筆一
生活費
世帯主年齢
配偶者年齢

所得
金融資産
負債
実物資産
年金受給総務
家族人数
サンプル
世帯主退
世帯主生涯勤労所得
サンプル数

配偶者退職予定年齢
配偶者全渡勤労所得
サンプル数

蕊控一一一
394.6 
41. 3 
62.6 
38.8 
748.2 

18413.0 
978. 7 
537.1 
2048~8 

3379.0 
3.8 
368 

56.9 
4151. 0 

188 

平均
461. 9 
64.4. 
60.9 

262.2 
2297. 1 
163.8 

4619. 7 
4341. 0 

3.1 
1生7

68.5 
2000. 1 

70 

64. 7 
1039.6 

43 

分散 最小値 最大値

133‘8 120.0 1051.6 
7.8 25.0 54.0 
4.1 55.0 80.0 
7.7 22.0 55.0 

290.8 290.0 2000.0 
9670.3 1011.1 632毛1.2
1197.6 0.0 12750.0 
890.2 0.0 5000.0 

5767.4 0.0 101000.0 
1661.9 113.8 11548.2 

1倫 2 2.0 8.0 

7.4 30.0 80.0 
474生.0 0.0 24224.6 

分散 最小鍍 最大使
202.5 156.0 1349. 7 

2.8 60.0 69.0 
4.2 51. 0 74.0 

368.0 0.0 1850桶 O
2189.6 0.0 12080.0 
542.5 O. 0 5000.0 

7586.3 0.0 67000.0 
2231. 4 2生6.6 11502‘6 

1.5 2.0 8.0 

3‘生 60.0 79.0 
2132.5 0.0 10535待 9

4.4 55.0 75.0 
947.6 68. 9 4497.0 

注:金額じ贈すぶる変数の単{立は万丹。
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4.2 貯蓄き動向調査との比較

本帯究で科用される資産譲択調査のデ…タが、他の全国レベルの欝査と比べて鋪

りがあるかどうか会みるため、資産現抗議査の対象サンプノレと総務庁統計題の「貯

蓄動向調査j とを比較する。臨 1では主な変数の平均植を、世警主の年齢麗別によと

較している。揺中の資産i欝択調涯の平均値i士、消費関数の推計に利用されたサンプ

ルを対象としたものである。一方、貯蓄酷向調査の平均億辻、 t世帯主年齢25-54識

については勤労者世帯平均値、世帯主年利得 60-69援については世帯主年齢 60歳以

上の全世帯平均価を和現した。

資産選択調査の年間収入は、世帯主とその配偶者の勤労所持のみを考癒している

が、貯蓄動向調査は世帯員全体での所得を考慮していることから、両者に差が生じ

ることが予想されたが、国からは世帯主年齢 60-69識を結いて年開収入に援はみら

れない。その他の変数についても、向調査にそれiまど大きな差がないといえる。

100.0 

80.0 

_ 60.0 
活気

4台.0

20.0 

世帯人災

盟 1 1996年貯蓄動向調査との比較

霊童i

800.0 

600.0 

E48合9

200.0 

0.0 ' 

没者守主の年齢

年間収入

負後

おう435-44 45-54 60-69 
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4.3 退騒予定年齢

本研究で利用した資産選択調査は、世帯主や配稿者の退職予定年齢について

報が得られる点がユニークであることを前に述べた。ただし、退職予定年齢は以下

のような理由から実際の退職年齢と晴離する可能性がある o 例えば、勤務先でヱ定年

制を採用している場合、定年後も働くことを予定しているにもかかわらず次の就職

口が得られなければ、場職予窓年齢と実際の場職年齢は君離する。あるいは、働き

続ける意欲があったにもかかわらず、解躍や病気等により退職せざるをえない状抗

が生じることもある。

ここで、退識予主主年齢と とがどれだけ草離しているのかを検討し

てみよう。醤 2.1に、労働省の f高齢者就業実襲譲査J(1996年〉より、 55

患者だった者のうち、出-59議、 60-64議、 65-69議の各年齢患において就換してい

る者の比率と、 している者の比率を、男女別に治す。

国 2.1 ~議齢者の就業者比率と就業希望者比率(1996 年)

出所) r~高齢者総幾多喜怒綴笈J 1号事S年〈労億省)

注) r就業者j上主祭i立、 55議遂罪寺援用があった者のうち、 f定年経験しており、現夜も勤務している者j

と、 f究室長字経験がなく、現在ち勤務中、あるいは現在出向先で勤務している者j の合計主主、全体に

占める比率勺あるaEまた、 f就業希望三比率i之、各年鈴溺において教護する憲主要量形態が f雇用希望j

である著まの念体に占める比塁露である。

男女とも、諜黙の就業状読と就業希望とが、 60-64織、 65-69識で大きくかけ離れ

ていることから、現在働いていないが就業を希望している者が多いことがわかる。

次に、資産選択調査より消費関数の推計iこ利用したサンプノレについて、世帯主と

配偶者用IJに淑職予定年齢別構成を示す(岡 2.2)0 地職予定年齢は 60歳、 65議、と

いった限切りの良い年齢にサンプルが多く分布し、世帯主の方が配偶者よりも退職

、傾向がある。
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酪 2.2 t設帯主年齢璽別対象サンプルの退職予定年齢構成

世帯主三年齢25-54議
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退職予定年齢

退職予定年齢辻、ほ努りの良い年齢lこ多く分布していることかち、勤務先の定年

年齢と相 、ことが予想、される。ここで、企業の定年年齢についてみる。

定年鞘を定めている企業iとおいて、定年年齢を得議に定めているかを、労韻省の f濯

用管理調査J(1996年〉から臨 2砂 3

一律定年制を定めているのは、調査対象全産業のうち 89.9%の企業であった。こ

のうち、 80.4弘の企業が、主主年年齢を 60歳に定めている。図 2.2では、 65歳、 70

歳を退職予定年齢としているサンプルも多く されることから、勤務先の定年年

送機予定若手量舎を考慮した消褒関数の後計 97 



一律定年制を定めている企業における定年年斡別企業の権成比題2.3

出所) r雇用管理量調査J1996年{労錘省)

齢よりも滋職予定年齢が高い世帯主が多いことが予想される。すなわち、定年後も

鋤くことを予定しているサンプルが少なからず事在するといえる。定年後に織を得

2.1 にあるように、高齢者においてされること、まるのは、困難であると

就業を希議している人と、実際に働いている人の比率が軍離しているという現状か

、時点でしていても、実際は予定よりら、希盟としての退職予定年齢は高く

退職しなければならないかもしれないと予想している者もいるだろうむそのため、

退職予定年齢が、生涯勤労所得算出にあたり、話頼性のおける鑑となっているのか

どうかという疑問が生じる。

ただし、1)家計の消費行畿は、各家計の現在における将来ぷ対する予想、のもとに

決定されること、 2)持来的iこは企業が定める定年年齢が現砲よりも くなる可能性

ここでは、対象サンプルの退職予定年齢が実醸の退職が高いこと、から判断して、

ることはならないと年齢と君離しても、生灘勤労所得算出の際iこ大きな

とにする。以上の判離に基づき、退職予主主年齢から算出した生渡勤労所持を消費関

数の説明変数に利用する。

分析結果5. 

舞金語教の推計結果

表 2に世帯主主と艶調者の賃金属数の控計結果告示す。

5. 1 

より、役帯主、配偶者

また男性であると舞金が高くなる。数帯主では学盤調賃

金協差が顕著であり、学涯が罷いほど、初期の賃金水準は高いが、年齢に伴う賃金
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表2舞金関数の推計(OLS)

世帯主 議己偶考

係数 標準誤差 係数 標準誤差
45.4187 4. 1412象本* 7. 1055 3; 6594 * 

年齢2乗 時 0.3151 0.0441 **本 叩0.0533 0.0361 
男性ダミー 136. 4724 25. 3224 *** 134.4726 38.3836 *ホ*
r:t卒 343.2622 103.1405 **本 46.9629 99.3816 
高卒 245.0406 64.1010 *** 40.5940 76.4975 
短大・高等卒 301.4949 101.5661 *** 同 89.0553 80. 4985 

×年齢 -11.7439 1. 9589 *ネ* -2.8744 2. 14草寺
×年齢 -8. 1940 1. 3898 *** -2.3525 1. 8149 

短大・高等卒×年齢 叩7.7592 2.2812 *** L 320嘗 L 9323 
常勤官公庁 -94.5491 126.3908 叩82.7409115.1286 
常勤その他舘体 28.8934 148.5550 23.7724 132.3517 
農林漁業 237.8731 271.5526 ω163.6630 197.6886 
留人経営・自 62.66事2 95. 7489 98.8787 95.2384 
パ…ト。アルバイト 49.7400 137.5802 叩308.0459 83.0811 *** 
その他 354.8956 316.8904 …317.4022 96.3450 *** 
常勤倉公庁×年齢 O. 7695 2.8113 4.5149 2.6681 * 
常勤その他団体×年齢 -3.9199 3.0834 -2.2419 2.9517 
農林漁業×年齢 -10.0272 4.4420 ** -2.3536 3.626き
個人経営・自営業×年齢 -5.1417 2.0041 *本* 一1.6609 2.1114 
ノξート・アルパイト×年齢 -10.1154 2.5481 **本 。令 5034 1. 9248 
その稔 問 15.7891 5‘8760 **ホ L 1344 2‘1400 
従業員数4人以下 四 136.6077174.0935 -795.0972 226; 1112 *本*
従業員数5-29人 86. 7559 100. 1103 -183.3915 114.0005 
従業員数30-99人 25.5483 94.4784 -204.9436 112.3769 * 
従業員数100叩絡9人 ゆ 24.5127 き6.5288 ゐ 35.2971120.9123 

従業員数生人告以人下××年年齢齢 -1. 1996 3.6716 16.2666 4.3091 *** 
従業員数5す 時 7.0027 2.1774 *** 0.9117 2.5552 
従業員数30-99人×年齢 -4.6879 2.0656 ** 1. 5620 2.4936 
従業員数100-499人×年齢 -2.3291 2.1608 -1. 9177 2. 7043 
11大都市 -43.829225.3575 * -36.3436 17.2386 ** 
人口 15万人以上 -41.9388 23.3137学 -21‘6717 15.8555 
人口5万人以上 -36.6273 25.2156 -9.0419 16.3239 
人口5万人以下 一57姐 5434 34.2422本 一28.9224 21. 2377 
郡部 -84.1872 25.6865 *** -6.7104 16.2804 
定数項 648.8039 107.577ヲ*** 246.2816 112.5644 ** 

諜整済決定係数 0.2848 0.4433 
サンプル数 2258 1190 

***..・1話水準で有意、料…脱水準で有意、*…1脱水準で有意。

のf嘆きは小さくなることが示される。また、世帯主でi士、企業規填と年齢との交差

壌が有意であり、従業員数 4人以下の規模を除けば、企業規模が大きくなる詰ど、

賞金プロファイノレの額舎が急になる。配偶者では有意tt.変数が世帯主iこ比べて少な

し、。

ここで求めた集金関数より各霧の予懇勤労所得(各期の予測{誌に誤差壌の半分を

した笹)を求め、第 3.1 (2)節で述べたように t吋類以降、退職予定年齢まで鐸

られる賃金の総和を生謹勤労所得とする 3
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5.2 消費関数の推計結果

(1)各年齢層別推計結果

IV法による消費関数の推計結果を示す(表 3)。操作変数には賃金関数と消費関

数の外生変数を利用した。また、比較のため、世帯主年齢 25-34、35-44、45-54歳

については、高山他(1992b)の推計と同様に退職年齢を一律 60歳21と仮定して生涯

勤労所得を算出し、消費関数の推計を行った。退職年齢を 60歳とした場合の推計は、

OLSによる。その結果は右列に示す。

まず、左列の IV法による推計結果からみる。どの年齢層においても、実物資産

は消費に対してプラスに有意で、あり、年金受給総額も世帯主年齢 35-44歳を除けば

有意にプラスである。年金受給総額の係数値は、世帯主年齢 60-69歳で最も高くな

り (0.0455)、次に高いのが世帯主年齢45-54歳 (0.0281)であることから、世帯

主の年齢が高くなるほど、予想される年金受給総額が消費に与える影響が大きくな

るといえる。生涯勤労所得に関しては、世帯主生涯勤労所得は、世帯主年齢 25-34

歳では有意でないが、世帯主年齢 35-44歳、 45-54歳、 60-69歳で有意にプラスであ

り、係数の値は、世帯主年齢が高いほど大きい。モデルの(2)式より、 (1-s)/(1 

-s T+l)は余命 Tが短くなるほど、すなわち世帯主年齢が高くなるほど大きい値をと

るので、世帯主年齢が高くなるほど年金受給額や世帯主生涯勤労所得の係数が高く

なるという結果は、モデルと整合的であるといえる。

金融資産は、流動的な資産であることから消費にプラスの影響を与えると予想さ

れたが、推計結果では、世帯主年齢 60-69歳を除いて有意でなかった。これは、金

融資産が多いとよりたくさんの消費が可能になるという側面と、消費を控える家計

ほど金融資産が高くなるという逆の因果関係とが存在することが影響していると予

想される。

世帯主年齢45-54歳で負債がプラスに有意で、ある点については、説明が困難であ

る。高山他(1992a)は、借入金の消費に与えるプラス効果について、以下のように説

明している。借入金は住宅・土地購入時に発生し、 「住宅の購入時に多くの世帯が

耐久消費財の買い換え等を通じて消費支出を増加させていた」。本研究の結果に対

してもこの説明が適用できょう。

次に、退職年齢を一律 60歳と仮定した場合の、消費関数推計結果についてみる。

退職年齢を 60歳と仮定した場合は、退職予定年齢を利用して生涯勤労所得を算出し

21表 lで示したように、世帯主年齢 25-54歳の対象サンプルについて、世帯主退職予定年齢平均値は 62.6
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表3年齢層別消費関数の推計

俊幸委主年齢 25 
利用 (rv)1長戦年齢言

偏差 係数

奴 O. 1591 O. 1575 0.2860 0.0807 *ネ*
世帯主生涯勤労所得 O. 0008 0.0017 -0.0018 0.0024 
配偶者生涯勤労所得 -0.0003 0.0049 0.0029 0.0023 
金融資産 0.0108 0.0353 。妙。034 0.0272 

-0.0114 0.0159 明弘 0126 0.0151 
築物資産 0.0242 0.0075 *** 0.0229 0.0073 *** 
年金受給総額 0.0196 0.00告各*ネ 0.0128 0.0053キ*
世帯主年齢 …1.告11き 4.1708 -4.2702 4.383き
家族人数 37.4908 13.2044ホ** 34.6204 11. 17事事***
定数項 60.3246 126.8550 169. 7547 152.2205 

苦海援済み決定係数 0.2817 0.3040 
サンプル数 89 89 

Hausman Test 採択

t笠努事i長年齢
年齢的議と仮定 (OLS)

数 標準緩釜

0.0094 0.0614 
t致事務主生涯勤労所得 0.0023 ** 0.0067 0.0033 ** 
配偶者主主滋勤労所得 0.0042 明O.0024 。覇。027

金融資産 0.0092 0.0058 0.0087 
負債 0.0105 0.0046 0.00容3
実物資緩 0.0号51*ネ* 0.0240 0.0048 *キ*
年金受給総額 0.0127 0.0163 0.0047 *** 
故事務主年齢 4.8147ネ 10.5139 4.8740 *本

家定族数人獲数 7.4583 * 15.65吉9 7.長156** 
1き8.4110 -304.0234 218.439詰

調整済み決定係数 0.3き13 0.4250 
サンプル数 137 137 

Hausman Test 採択

た推計結果に詑べて、世帯主年齢 35-44歳、 45-54設立おいて、世帯主生源勤労所

得の評、数の鑑が大きくなっていることが観察される。しかし、ハウスマン換定によ

り、IV法による設計結果と遣職年齢を 60歳と改定した OLSによる誰計結果とを比

較したところ、いずれも省意水蛾 5%で鍔者に設がないとする帰無佼説泣謀択され

た念そのため、高山地(1992b)が守ったような従来の推計方法には艶題がないとい

る。

ここで、 IV法による分析結果からライフ・サイクル伎説が支持されるかどうかを

検討しよう。第 3.2箭マ述べたように、ライフ・サイクノレ叙説が正しけれ認、 (3)

歳、配偶者退職予定年齢平均値は56.9歳である。
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鑓 己
主査主主監

家主主
年収
世帯主生薩勤労所得
配偶者生涯勤労所得
金融資産
負債
実物資産
年金受給総額
世帯主年齢
家族人数

定数項

襲整済み決定保数
サンプノレ数

Haus蹄 nTes土

0.0216 
0.0134 
0.0003 

-0.0105 
0.0323 
0.0068 
0.0281 
15‘0601 
16.2290 

-653.4620 

0.0862 

0.0054 ** 
0.0061 
0.0078 

0.0120 *** 
0.0012料*
0.0132榊

7.1269 ** 
8.5212 * 

363舎 3510* 

(IV) 法職年齢60歳と仮定 (OLS)
係数 標準偏差

0.0214 0.0588 
0.0245 0.0074 *材
0.0013 0.0052 
O. 0112 O. 0064 * 
0.0283 0.0107 *林

0.0073 0.0011 *林

0.0046 0.0063 
23.0947 7.8098 *柿

7.8616 7.4326 
995.2156 405.8430林

0.3605 
142 

0.4399 
142 

採択

室整
年収
世帯主生漉勤労所得
配偶者生鑑勤労所得
金融資産
負債
実物資牒
年金受給総額
世帯主年齢
家族人数

窓数項

調整済み決定係数
サンプノレ数

年齢を孝tJ用(IV)
係数 標準偏差

叩 0.0512 0.1105 
0.0554 0.0184林*

0.0262 0.0241 
0.0106 0.0057 * 

-0.0129 0.0220 。.0126 0.0016 *** 
0.0455 0.0101 *林

3圃 1885 5.2313 
20.8154 7.8207 *** 

-134.2610 355.1210 

0.5768 
147 

*帥…脱水準で有意、料…5潟水準で有意、*…10覧水準で有意。

なる る しかし、

金融資産、実物資産、 しく

がある。ここで誌各資患のよ畏益率的差を考産していなし

していると患われる。

ま (2) り余命が舘くなるほど係数の鑑は大きくな

と年金受給額で、年齢層が高くなるほ

られており、単純なライフ・サイクノレ謀説に基づくA
7ノ

る。ただ、その他の資産については、年齢震と保数と

体としては、世帯主の年齢層が高くなるほど、消費に対

f主審

きくなるとい

と整合的であ

られない。全

となる変数が増え
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ることから、世帯主年齢が高い方がライフ・サイクル復説に近い消費行動をとると

いえる。

以下の第 5.2(2)節、第 5.2 (3)箭では、ライフ・サイクノレ叙説の対立彼説が或立す

る可能性について検討する。

(討議産動機が消費行齢に与える影響

家計の謂費行動が王朝叙説に槌うのであれば、資産を取り崩して消費に出そうと

はせずに、子擦に遺産を残すため、資産の取り携しを抑えることにtt.る。そのため、

家計が遺産に対してどのような考えを持っているかは、家計の消費行動を考える上

で重要になろう(送量産動機を考量ました貯蓄動機の詳雑な研究は、大竹・ホヲオカ

(1994)参罷)。

世帯主年齢層男Ijの遺産に対する家計の考え方を、鴎 3に恭す。いずれの年齢騰に

おいても、 「遺蔑を讃樫的に殺すつもりはないが、余った場合には殺すJが6割経

度を点めている。これは「遺産を残す必要はない」を合わせると、積瞳的な遺産動

機のない家計が対象サンプ/レの約 8割を占めていることがわかる。

家計が積極的に遺謹を残さないのであれば、その家計の捲費行動はライブ・サイ

クノレ披説に基づくものであると考えられる。一方、どのような場合においても、遺

を残すと考えている家計の行動は、王朝按説iこ基づくものと予想される。

そこで、世帯主夫婦に子挟のいる家計で、 f遺産を積揮的に残すつもりはないが、

余った場合には残すj あるいは「遺躍を換す必要はないj と回答している家計と、

世帯主夫婦の子供のいない家計を f遺産動機のない家計』、 f遺産はいかなる場合

においても残すj と国答している家計を F遺産動機のある家計Jと定義した筏遺産

動機の有無が治費行動に塁手饗を与えるかどうかを調べるため、遺産動機がある家計

を上選運動機のない家計を Oとするダミー礎教と、消費関数の各説明変数との交

差項(保数ダミ…変数)を説暁変数iこ加え、消費関数を推計した。遺産動機がある

家計は各饗産iこ対する消費を捺えることが予課されるため、各資産の捺数ダミー変

数がマイナスに有意となることが予想されるa

ンプルでは、将来、遺産に関する意識が変化する可能性が高いことや、

現在子供がいなくても、将来子供を持つ可能性が高いことから、世帯主年齢が 45-

54 議、 60-69 識のサンプルについてのみ推計を行った。結5誌を表 4~こ示すロ

対象サンプルは濃運動機についての靖報のある世帯に隈られるため、サンプノレ数

は若干減少する。世帯主年齢 45-54藤では、資藤と議産動機との保数ダミー変数が

i悪戦予定年襲告を考書撃したi書受関数の捻昔十 103 



関3 年齢層別遺裁に対する考え方

世帯主年齢25-34歳

7 
1偽

3 
0% 

世帯主年齢35-44議

5 
。%

2 
。%

4 
62弘

世帯主年齢60-69藤

6 
17覧

。%
5 
。第

4 ~3 
55気 。私

4 
59% 

世帯主年齢45-54歳

2
川
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低
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1
6
 

-
i
 

7
路

3 
0第5 

1免
4 
59% 

凡例:1=通童話震はいかなる場合においても残す、か子供会主童話働者ど見てくれた場合に限って、 3=子供会主導事業

を縫いでくれた場合に猿って、や積極的に残すつもりはないが、余った場合に残す、やその他、

6=遺産は残す必要喜はない、 7=無回答

有意でないことから、違憲動機の有鰻泣資麓と消費行動との関都、lこ影響を与えてい

ないといえる。 世帯主年齢がプラスに有窓であるのは対して、世帯主年齢と

瀧産動機との係数ダミー変数がマイナスに脊童であることから、この部齢層で

くなるほど消費が増えるが、議産動機がある場合は年齢の上昇に伴い

捕費が減少することが伺える。

itt婚主年齢 60-69歳では、金融資産の保数ダミー変数が有意であり、遺産動機が

あると金融資産の消費に与える影響は減少することが示された。遺産動機がない場

合の金融資惑の係数は 0.0218であるが、議産動機がある場合の金融資産の保、数i士、

0.0218-0.0284=-0.0066となる。議葉動機の有無が高齢者世帯の金融資産iこ対する

消費行動に大きく影響してし、るといえる。

大竹(1993)や大竹・ホヲオカ(1994)では、高齢者世欝22を対象とした遺産動機が

22 1986年の「国民次生活主主霊祭瀦査J (厚生省}より印歳以上の謀議議事者夫婦設事持者ど対象としている。
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表4年齢層別消費関数の推計(IV)

遺康動機の有無と資産の交蓑項合b

×遺産動壊
世帯主生翠勤労斎得

×遺産動機
艇偽善ぎ生謹勤労所得

×遺産動機

×遺産動機

×遺産動機

×遺産動機

×遺産動機

×遺産動機

×遺援動機

サンプル数

語止ま惑
係数 標準偏差

5216.41002718.7400 * 
-0. 1048 0罵 1689
0.3691 0膏 5679
0.0251 0.0124林

-0.0496 0.0333 
0.0073 0‘0110 

“ O膨 1046 0.0797 
叩 0.0059 0.0116 
0.1942 0.1781 
0.0399 0.0187紳

0.1067 0.1409 
0.0062 0陶 0017*柿

-0盈 0115 0.0233 
0.0435 O. 0259 * 
0.0057 0.0729 
33.1812 16.0602 ** 

-97.7357 54.6317 * 
23.5838 16.2309 
-52.9736 45.6552 
-1676.690 869.2590傘

O. 1659 
128 

6，0-69歳
係数 標準備麓

864.6220 1120.2100 
0.2577 0.1565 * 

-0.2192 0.2931 
0.0015 0.0246 
0.0554 0.0498 
0.0402 0.0409 

-0.02790.0665 
0.0218 0.0080 *林

0.0284 0.0143榊

0.0190 0.0420 
0.0597 0.0557 
0.0093 0.0019 *** 
0.0058 0.0049 
0.0608 0.0124寧判

0.0233 0.0246 
12.0865 7.6804 

-13.0991 16.9O37 
9.5349 10.3614 

-0.6845 18.8768 
-791.8220 522.0760 

0.6882 
126 

***…l潟水準で有意、特…5潟水準で有意、*…10潟水準で有意。

貯蓄行動に与える影響を分析するにあたり、子供の有無を遺産量壌の有無のi-l::;理後

数として利用した3 その結果、子告さがし、る高齢者は住宅資産を遺産として残す議拘

が現らかにさ

と貯蓄行動とは表裏一体であることから、設らの研究結巣立槌う

と、遺産動機のある家計で培、実物資産は遺藤として残すために取り崩されず、

物資産に対する消費は控えられると予想される。しかし、本研究結果では、実物資

産と遺産動機ダミ…変数のクロス項は有意でなく、金融資産とのクロス項が有意に

マイナスとなった。大竹、大竹・ホジオカの研究では、選躍動磯を子供の有無で{-I::;

理している点、対象サンプルの調査年が本萌究の約 10

彰響していることが予想、される 3

(3)予錆的貯蓄動機が活費行動iこ与える彰響

る点が結果の違いに

遺産動機がない場合でも、将来に対する不安から予備的貯瞥動機が存在すれば、

家計は消費を控えることが予想される(予備的貯蓄に関する潟柾研究には、小)11 

退綾子定年歯告を考慮、したi階事費総数の子建計 105 



10( 

60 

50 

括判
30 

国4 年章者膳部底的知幹蓄の有蕪

世帯主年齢25-34議 世帯主年費者35-44歳

1 2 3 4 5 6 1 8 9 10 11 12 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

後者事業年齢45-54議 世帯主年齢60-昏号室襲

10 

2 3 4 5 618 告 10 11 12 2 3 4 5 6 1 8 9 10 11 12 

横軸:1=老後に備えて、 2=病気、災袋、その他不時の出費に備えるため、 3=子供の教育費に、令子供の

結婚資金に、 5=自分の結婚資金i亡、 6ロマイホーム取得、 7=マイホームの改増築、ド耐久消費敗の購

入資金のため、供レジャ…資金に、 10=特に閥的はないが貯蓄をしていれば安心だから、 11筑波E謀、

12ニその他

(1991) 23がある) 0 

盟4に、家計がどのような罰的で貯蓄を行っているかをみるため、 ンプル

について、 に各自約JjIJ貯蓄を行っている家計の比率を恭す。

各年齢麗によって麓があるが、世替主年齢 54歳以下では、 「特iこ話的はないが貯

蓄をしていれば安むだからj という告的で貯蓄をしている家計が 6割にのぼる。ま

た、世帯主年齢が蒔くなるiまど、 f老後iこ藷えてj 貯蓄を行っている家計が多くな

っている。

ここで、 その能不時の出費に構えるためj あるい辻、 額約

はなし していれば安，むだからj 貯蓄を行っている

泊小)11(1宮91)の研究では、所得リスクの異なると考えられる勤労者家計と燦家家計のそれぞれについて、

時系列データ後利用し、所得リスクに起因する予備的貯蓄の大きさを分析した。結果より、産妻家家計で

は所得リスクが大~く、総貯蓄に占める予備的貯蓄の割合が大きいが、日本の妻家計所得の大部分が勤労

者世帯によって生み出されていることから、マクロレベルでの予備的貯欝は決して多くないと結論付け

ている。本研究では、勤労者世帯を対象としており、所得リスクは求めていないが、ミクロレベルの家

、ての情報を利用して分析を行う点で小)11の研究とは異なる。
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機のある家計』とする。予備的貯醤動機がある場合は、ライフ・サイクル仮説と

なる活費行欝をとることが予想、される。予備的計議動機の有無が消費行動に与える

影響を調べるため、 F予備的貯蓄動磯のある家計jjを 1、 『予犠的貯蓄動機のない | 

家計』を Oとするダミー変数と説明変数との交室長噴{係数ダミー変数)を競顎変数

に加えて靖費関数の誰脅十を持った。予備的貯蓄動機の有無についての靖報が得られ

るサンプルに隈っているため、サンプノレ数は若干議少する。その結果を表 5に示す。

結果より、保数ダミー変数を加えたことにより、世帯主生涯勤労所得や3建物資産、

年金受給総額で有意なものが被少した。特に、歌手持主年齢 25-34接、 35-44歳では

係数ダミー変数は有意で、あるものが少なく、宥震である場合も有意性は誕い。一方、

世帯主年齢45-54議では、実物資産がプラスに有意であるのに対して、実物資産の

諒数ダミー変数がマイナスに有意である。この年齢壌では、予備的貯蓄動機が存在

ナる家計では、実物資産が高くても、予鑓的貯蓄動機が持者主する家計では消費が控

えられることがわかる。

世帯主年齢60-69援では、家族人教の係数ダミー変数がマイナスに有意となる。

世帯主年齢が高い家計では、 2世帯以上の同居などで家挟人数が多い場合に、消費

が増えるが、予備的計審動識がある場合は、家族人数の増加に伴う諮費の増揺は抑

裂されることがわかる。また、この年齢層では、年金受給総額は構費に対して有意

ではないが、予犠的貯蓄動機がある家計では、年金受給総額がプラスに有意である。

予備的貯蓄動磯がある家計は、築物資産や金融驚産などの資産はできる諮り貯蓄に

閉すことにより、必然的に生活費を年金で賄おうとする額向が強まることが予想さ

れる。

6. むすび

本研究では、消費iこ現在の勤労所得や将来の生濫勤労所得、資産などがどのよう

な彰響を与えるのかを分析し、遺産動機や予鏑的買守護動機を対立仮設として、ライ

フ・サイク/レ仮設の検証を行ったα 主な分析結果は以下の通りである。(1)生麗勤労

所得や年金受給総額i士、ライフ・サイクル仮説と整合的で、年齢層が高くなるほど、

これらの資産が描費に与える影響は大きくなる。 (2)退鞍年齢を 60識と保定した場

合の推計結果と現職予定年齢を利用した推計結果とでは楚がない。 (3)議運動機や予

備的貯蓄動機のある家計では、これらの動機がない家計と比べて、…部の資産が消

る影響は議少する。

退職予定年言語を考慮した消縁関童文(J)推計 107 



5年齢層別溌費酷数の f 

予備的貯蓄動機の有無と 項含む
35-44歳

変数 係数 標準協議
予備的貯欝動機ダミ 571. 8850 1165.6100 818.77告。
若手収 0.2298 0.2900 -0.0302 O. 1591 

×予備的貯蓄動機 0.1191 0.3382 0.0077 0.2490 
世帯主生涯勤労所得 0.0057 0.0038 0.0112 0.0045 ** 

×予備的貯替動機 -0.0105 0.0059 * ω0.0074 0.0057 
配偶者生涯勤労所得 ω0.0003 0.0089 -0.0052 0.0077 

×予備的貯蓄動機 -0.0077 0.0089 0.0066 0.0129 
金融資産 -0.0052 0.0712 -0.0286 0.0484 

×予鎖的貯蓄動機 0.0152 0.0831 0.0385 0.0503 
負債 0.0223 。、 0421 0.0223 0.0236 

×予備的貯蓄動機 -0.0526 0.0486 0.0356 0.0279 
築物資産 。‘ 0163 0.0219 0.0445 0.0161 *** 

×予備的貯議動機 0.0012 0.0237 叩 0.0197 0.0168 
年金受給総額 -0.0186 0.0234 0.0014 0.0289 

×予備的貯蓄動機 0.0477 0.0276 * 0.0389 0.0325 
世帯主年齢 一25.9038 19.9163 32.0008 16.7934 * 

×予備的貯蓄動機 19. 7856 21. 3739 -29.5327 20.8002 
家族人数 号1.0220 44.0408 ** 12.5020 27.0080 

×予備的貯蓄5動機 -59.9316 47.7863 2.9646 29.8963 
定数項 550.0450 488.0810 一1173.8400 674.5530 * 

調整済み決定係数 。帯 1743 O. 3385 
サンプル数 88 134 

45-54歳 60-69歳
係数 標準傷差 係数 標準偏差

予備的貯蓄動機ダミー 1695.6000 1412.9500 2389.9300 1536.2800 
年収 0.0775 0.2317 0.2258 O. 1534 

×予備的貯蓄動機 -0.0456 0.2420 -0. 2041 0.1744 
世帯主生涯勤労所得 0.0205 0.0126 0.0097 0.0292 

×予備的貯蓄動機 -0.0101 0.0137 0.0396 0.0340 
配偶者全波勤労所得 -0.0183 0.0233 -0.0595 0.0747 

×予備的貯蓄動機 0.0236 0.0276 0.0727 0.0978 
金融資産 吋 0.0405 0.0333 0.0224 0.0136 * 

×予備的貯欝動機 。.0299 0.0348 -0‘0138 。ゅ 0161
0.0405 0.0329 0.0040 0.0421 

×予備的貯蓄動機 -0.0274 0.0383 -0.0279 0.0593 
実物資産 0.0253 0.0091本** 0.0116 0.0048 ** 

×予備的貯蓄動機 -0.0195 0.0093 ** 0.0024 0.0058 
年金受給総額 0.0375 0.0379 -0島 0044 0.0191 

×予備的貯蓄動機 0.0078 0.0404 0.0667 0.0277 ** 
世帯主年齢 35‘4779 22.7732 23.2200 15.2804 

×予備的計替動機 -29.0321 26.5873 ω38.5602 23.3057 * 
家旗人数 38.4339 36.5430 59.2950 16.9798 **本

×予備的貯蓄動機 -27.2154 38.き095 -54様 5137 21‘0837 *** 
定数項 1928.510 1192.1600 -1353.8300 997.6400 

調整済み決定係数 0.3166 0.5597 
サンプル数 137 139 

林*一-脱水準で手堂、林…5潟水準で有意、*…10潟水準で有;忍
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これらの結果から、家計の消費行動は基本的にはライフ・サイクノレ彼説に基づく

が、家計によっては遺藤動壊や予備的 動機が存在すること、あるいは、

Carro}l(1994) 24や Davies(1981)が指講するように所得や翼手命に不確実性が帯在す

ることから、ライフ・サイクル仮説から準離した浩費行動がとられるという可龍性

が示唆される。

ここで、高齢北に伴う資産の取り崩しを換封ずる。世帯主年齢を 65灘、世帯主の

寿命を 80歳とすると、世帯主の余命は 15年となるおこの時、主観的都民率をと 0.01

とすると、穣単なライフ・サイクノレモデ、ノレから導き出される資産の係数は、 0.0673

となる 2 一方、世帯主年齢 60-69歳において、遺産動機の存在しない場合の金融資

躍の係数;士、 0.0218であり(表 4)、モデルによる値よりも小さい。したがって、

遺産悲機が存在しない高齢者家計においても、金様資産の取り崩しのスぜードは予

想、される詰ど懇なものではない。これは、石川 (1987)や Hayashi，Ando and 

Ferris (1988)らの車棋と同様である。

省111(1987)は、日本の許繋が高いことについて、将来の不安の増大に対する

の適応的反応であることを指講ずる。そして、将来の不安を高める事構としては、

①平均余命の念、速な増加、@実紫所得成長率・労働生産性上昇率の横向的低下、③

高齢者労鶴市場の翼手市場化、ミ長年金制度の収支悪化の予測等がある、としている。

これらの事l曹は、現荘においても当てはまるものである。ただ、予情的貯蓄動機が

補費lこ与える塁手饗は、本研究ではそれほど轍著ではなかった。

本研究の分析結果には、問題点がいくつか残される。一つ自は、特来の勤労所得

を算出するにあたり、今後龍の生事に転職することはないという援定をおいている

加とである。二つ諒培、サンプル数が、第費関数を推計した先行研究{高山地(1992a)、

山他(1992b)など)に詑べてかなり少ないことである。三つ留として、生謹麗労

摂得の中には、年金の謀験料が含まれているため本来ならばそれを取り除く必要が

ある。四つ自には、ここではコ…ホート効果が考長愛されていないため、本研究で得

られた高齢者の消費持動が高齢者iこ普選的なものであるのか、コ…ホートの影響に

よるものかが明らかにならない点である。このような問題点は識されるものの、将

来の退職予定年齢についての情報は非常に貴重であり、この情報を利用している点

で興味深い研究と思われる。

24 Carroll はパネノレデータから将来の勤労所得の推計緩と実際の僚との君主離を求めて、その 2乗等を所

得の不後実性の代務変数としている。結果より、所得の不確実性が消費にマイナスの影響令与えること

が示されたむ

退職予定年齢を音響長撃したi背後関数の推計 109 



また、本研究では、世帯主年齢が 54議以下の年金受給総額の算出方法として、各

家計が予懇する老後の生活費に、老後の生活費のうち公的年金で賄える比率を掛け

合わせ、年金受給期聞をかけて求めた。家計の消費行動は主観的な判断に基づくた

め、このよう lこして求めた年金受給額は家計が予想する年金額として適当である25

おらに、借入制約の有無や26、高齢者の就業行動27は、本研究と非常に関係が探い。

これら告と考慮にいれた分析が今後の課題として残されるD
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決定が貯蓄に与える影響を分析し、高齢者の就業は貯蓄撃の闘機水懲役逮成するために選択されるもので

あることを示唆している。
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